
　令和6年度市有地売払収入額を宇陀市公共建築物整備
基金に積み立てる。

事業概要
(理由含）

補正増減
内容

(補正前、
補正後)

8,295

令和 7 年度 宇陀市 一般会計

所管課

事業
区分

継続 事業名 公共施設マネジメント推進事業

補正予算

R7現計
予算額

[第 1 号] 事業別シート

宇陀市一般会計予算(市長公室)

事業の目的

区分 区分名№

目 3 財産管理費

款 2 総務費

項 1 総務管理費

行政経営課

　宇陀市公共施設等総合管理計画及び個別施設計画に基
づき、全庁的な推進体制のもと、公共施設等マネジメン
トを推進し、公共施設の集約・複合化、未利用資産の売
却・貸付により持続可能な財政運営を確立する。

備　　考

事業 3
公共施設マネジメント
推進費

根拠条例等 公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針、宇陀市公共施設等総合管理計画、宇陀市公共建築物整備基金条例

総合計画

公共建築物整備基金利子　　　15

基本計画　６－２－３ 持続可能な財政運営を確立します

8,295

特定財源の状況（単位：千円）

分担金･負担金

使用料･手数料

国費

県費

市債

その他 15

R7補正前
予算額

一般財源 8,280

補正額

財源の内訳（単位：千円）

科 目 補正前 補正額 補正後
積立金 0 8,295 8,295

(単位:千円)
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　当事業を遂行する為、副業クラウドfor Public 利用
料（デジタル人材）、副業クラウドfor Public サポー
ト利用料にて、デジタル専用人材を確保し、その助言の
もと、SNSアプリによるオンライン申請等のツールを追
加する。

手続きオンライン化システム導入費　　　　10,439千円
　　　　　〃　　　　　　　運用費　　　　 1,104千円
副業クラウドfor Public利用料（デジタル人材）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,650千円
　　　　　〃　　　　　サポート利用料　　   726千円

事業概要
(理由含）

補正増減
内容

(補正前、
補正後)

13,919

令和 7 年度 宇陀市 一般会計

所管課

事業
区分

新規 事業名 手続きオンライン化拡充による住民利便性の向上事業

補正予算

R7現計
予算額

[第 1 号] 事業別シート

宇陀市一般会計予算(市長公室)

事業の目的

区分 区分名№

目 5 電子計算費

款 2 総務費

項 1 総務管理費

秘書広報情報課

　本事業は、デジタル田園都市国家構想交付金デジタル
実装型TYPE-1の採択を受けたもので、R6年度で採用した
デジタル専用人材派遣制度（人材紹介型）の人材を引き
続き活用する。その助言のもと、一般行政業務におい
て、引き続きBPRを行い、住民満足度、サービス向上を
図る。

備　　考

事業 4 ＤＸ推進事業費

根拠条例等

総合計画

新しい地方経済・生活環境創生交
付金（デジタル実装型）  6,959

基本計画　６－２－１ わかりやすく丁寧な行政サービスを提供します

13,919
+

特定財源の状況（単位：千円）

分担金･負担金

使用料･手数料

国費 6,959

県費

市債

その他

R7補正前
予算額

一般財源 6,960

補正額

財源の内訳（単位：千円）

科 目 補正前 補正額 補正後
委託料 0 13,919 13,919

(単位:千円)
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　一般財団法人自治総合センターが行うコミュニティ助
成事業を活用して、コミュニティ活動に必要な集会施設
の備品整備の採択を受けた団体に対する助成。

採択件数　1団体
事業費　　2,500千円

事業概要
(理由含）

補正増減
内容

(補正前、
補正後)

2,500

令和 7 年度 宇陀市 一般会計

所管課

事業
区分

新規 事業名 一般コミュニティ助成事業

補正予算

R7現計
予算額

[第 1 号] 事業別シート

宇陀市一般会計予算(政策推進部)

事業の目的

区分 区分名№

目 7 自治振興費

款 2 総務費

項 1 総務管理費

市民協働課

　一般財団法人自治総合センターの宝くじの普及広報事
業であるコミュニティ助成事業を活用し、地域のコミュ
ニティ活動の充実・強化を図る。

備　　考

事業 1 本庁自治振興費

根拠条例等 宇陀市コミュニティ助成事業助成金交付要綱

総合計画

コミュニティ助成金（一般分）
　　　　　　　　　　 2,500

基本計画　６－４－１ 市民のまちづくり活動を支援します

2,500

特定財源の状況（単位：千円）

分担金･負担金

使用料･手数料

国費

県費

市債

その他 2,500

R7補正前
予算額

一般財源

補正額

財源の内訳（単位：千円）

科 目 補正前 補正額 補正後

負担金、補助及び交付金 0 2,500 2,500

(単位:千円)
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特定財源の状況（単位：千円）

分担金･負担金

使用料･手数料

国費 20,000

県費

市債

その他 10,000

R7補正前
予算額

一般財源

補正額

財源の内訳（単位：千円）

備　　考

事業 1 公民連携推進事業費

根拠条例等

総合計画

新しい地方経済・生活環境創生交
付金（デジタル実装型）　20,000
まち・ひと・しごと創生寄附金
　　　　　　　　　　　　10,000

基本計画　３－５－２ 満足度を高める取り組みを推進し、観光客や関係人口を増やします

30,000

宇陀市一般会計予算(政策推進部)

事業の目的

区分 区分名№

目 18 公民連携推進費

款 2 総務費

項 1 総務管理費

政策推進課

　全国的に自治体は人口減少による経済衰退と、まちづ
くり担い手不足という課題に直面している。そういった
課題解決を自治体が連携しNFT×DAOを活用した関係人口
の拡大による地域の活性化を目的とする。また、宇陀市
公民連携プラットフォーム会員企業と連携し、企業間連
携による、NFTを活用した新商品の開発を行う。

[第 1 号] 事業別シート

4自治体での連携
宇陀市・和歌山県那智勝浦町・山梨県大月市・山梨県富
士川町
解決したい課題
①地域魅力情報発信不足による地域の知名度不足、国
内・外国人観光客の低迷。地域の魅力発信に関わる人材
不足。
②雇用機会不足による「若者の都市部への流出」。
③知見・ネットワーク不足による新商品開発停滞。

上記の課題を解決するため
①地域の知名度不足が解消できない一つである発信力を
複数の自治体と連携することで解消する。また、関係人
口の拡大のため、「地域創生大使」やインフルエンサー
の現地訪問など「強い発信力」を活用する。
②デジタル住民／地域事業者が、新たなインセンティブ
を開発しNFTで販売し、売り上げの向上につなげ、新た
な雇用を生む。
③DAOで、デジタル住民や、宇陀市公民連携プラット
フォーム会員事業者等の相互交流による新商品開発の促
進。

事業概要
(理由含）

補正増減
内容

(補正前、
補正後)

30,000

令和 7 年度 宇陀市 一般会計

所管課

事業
区分

新規 事業名 NFT×DAOを活用した関係人口拡大による連携地域活性化事業

補正予算

R7現計
予算額

科 目 補正前 補正額 補正後
委託料 0 30,000 30,000

(単位:千円)
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令和 7 年度 宇陀市 一般会計 補正予算 [第 1 号] 事業別シート

事業
区分

新規 事業名 小学生の他地域交流・国際交流事業

所管課 政策推進課 (政策推進部) 宇陀市一般会計予算

款 2 総務費

区分 № 区分名

事業の目的

　仲間と触れ合い、互いに学びあうことは、未来に向け
た大きな財産になり、校外学習を通じて自然の中での体
験や、地域の伝統に触れながら多様な文化や価値を学ぶ
こと、また、最先端のデジタルに触れることは、子ども
たちの成長に欠かせない。
　宇陀市と和歌山県那智勝浦町、（公財）CIESFと連携
し、カンボジア（CLA）の子どもたちと国際交流する機
会を提供し、宇陀市／那智勝浦町とCLAの子ども達が、
お互いに世界を繋ぐ架け橋となることを目指す。

事業 1 公民連携推進事業費

目 18 公民連携推進費

項 1 総務管理費

総合計画 基本計画　４－４－２ 芸術・文化の振興を図ります

根拠条例等

国費

県費

市債

事業概要
(理由含）

財源の内訳（単位：千円）　（公財）CIESFが支援を行っているカンボジアの子ど
もたちを日本に招聘し、宇陀市ではオリンピックメダリ
ストによる水泳教室・最先端ARスポーツ「HADO」体験・
TikTok教室・パワースポット巡りや、物づくり体験を行
い、また、那智勝浦町では水辺の安全教室・ビーチバ
レー体験・まぐろの競り見学等を宇陀市／那智勝浦町の
小学生と一緒に経験する機会を提供する。
　財源については、和歌山県那智勝浦町と連携しクラウ
ドファンディング型ふるさと納税により寄附を募る。

分担金･負担金

使用料･手数料

その他 3,000

一般財源

補正増減
内容

(補正前、
補正後)

補正額 3,000

R7補正前
予算額

R7現計
予算額

3,000

特定財源の状況（単位：千円）

ふるさと応援基金繰入金　3,000

備　　考

科 目 補正前 補正額 補正後
委託料 0 3,000 3,000

(単位:千円)
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　令和6年度実施の定額減税において、減税しきれな
かった額にかかる調整給付金について、令和6年分所得
税額（確定値）にて算定した結果不足が生じた者もしく
は、低所得者給付対象世帯外で定額減税対象外となる者
への給付金。

◇令和6年度調整給付金実績
　　　　4,994人　207,610千円
　　　　　　　　（41,571円/人）
◇不足額給付金対象者と給付見込額
　・当初調整給付額に不足を生じる者
　　　　1,000人（見込）×30千円＝30,000千円
　・定額減税対象外で扶養親族等としても定額減税
　　対象外であった者
　　　　1,000人（見込）×40千円＝40,000千円

事業概要
(理由含）

補正増減
内容

(補正前、
補正後)

78,788

令和 7 年度 宇陀市 一般会計

所管課

事業
区分

新規 事業名 不足額給付金事業

補正予算

R7現計
予算額

[第 1 号] 事業別シート

宇陀市一般会計予算(総務部)

事業の目的

区分 区分名№

目 1 税務総務費

款 2 総務費

項 2 徴税費

税務課

　物価高対策のために実施される定額減税、低所得者世
帯への給付世帯に該当しない者への不足額給付事業。

備　　考

事業 2
電力・ガス・食料品等価格
高騰緊急支援給付金事業費

根拠条例等 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金制度要綱

総合計画

物価高騰対応重点支援地方創生
臨時交付金　　　　　　78,788

基本計画　１－２－１ だれもが住み慣れた地域で安心し生きがいを持って暮らせるよう支援します

78,788

特定財源の状況（単位：千円）

分担金･負担金

使用料･手数料

国費 78,788

県費

市債

その他

R7補正前
予算額

一般財源

補正額

財源の内訳（単位：千円）

科 目 補正前 補正額 補正後
報酬 0 1,615 1,615
共済費 0 291 291
旅費 0 71 71
需用費 0 535 535
役務費 0 1,440 1,440
委託料 0 4,400 4,400
使用料及び賃借料 0 436 436
扶助費 0 70,000 70,000

合 計 0 78,788 78,788

(単位:千円)
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特定財源の状況（単位：千円）

分担金･負担金

使用料･手数料

国費

県費 615

市債

その他

R7補正前
予算額

一般財源

補正額

財源の内訳（単位：千円）

備　　考

事業 1 指定統計費

根拠条例等 統計法（平成１９年法律第５３号）に基づく基幹統計調査

総合計画

国勢調査事務交付金　　　　615

基本計画　６－２－１ わかりやすく丁寧な行政サービスを提供します

615

宇陀市一般会計予算(政策推進部)

事業の目的

区分 区分名№

目 1 指定統計費

款 2 総務費

項 5 統計調査費

企画課

　国勢調査は、我が国の人口・世帯の実態を明らかにす
ることを目的として5年に一度行われる国の最も重要な
統計調査である。

[第 1 号] 事業別シート

　国勢調査の指導員及び調査員について、指導員・調査
員数の確定及び一人当たりの報酬単価引き上げによる増
額。

○指導員
変更前　25名 64,000円/人→変更後　26名 65,590円/人

○調査員
変更前 200名 61,000円/人→変更後 200名 63,545円/人

事業概要
(理由含）

補正増減
内容

(補正前、
補正後)

18,502

令和 7 年度 宇陀市 一般会計

所管課

事業
区分

継続 事業名 指定統計費

補正予算

17,887

R7現計
予算額

科 目 補正前 補正額 補正後
報酬 13,800 615 14,415
職員手当等 853 0 853
報償費 32 0 32
旅費 26 0 26
需用費 487 0 487
役務費 526 0 526
委託料 1,889 0 1,889
使用料及び賃借料 270 0 270

負担金、補助及び交付金 4 0 4

合 計 17,887 615 18,502

(単位:千円)
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令和 7 年度 宇陀市 一般会計 補正予算 [第 1 号] 事業別シート

事業
区分

新規 事業名 カンデ山公園法面補修事業

所管課 人権交流センター (市民環境部) 宇陀市一般会計予算

款 3 民生費

区分 № 区分名

事業の目的

　令和4年度に施工した法面防草シートの一部が、強風
等異常気象の際、固定用ピンが緩み固定が不安定となり
破損している箇所がある。
　近隣には民家や一級河川があるため、シート破損部分
の補修を行うことにより、民家等への被害を防止する。

事業 20
大宇陀地域人権交流セ
ンター費

目 8 人権交流センター費

項 1 社会福祉費

総合計画 基本計画　５－３－１ 快適に利用できる公園・緑地空間を提供します

根拠条例等 宇陀市人権交流センター等設置及び運営に関する条例

国費

県費

市債

事業概要
(理由含）

財源の内訳（単位：千円）カンデ山公園防草シート補修事業
防草シート　補修　188㎡
場所　宇陀市大宇陀小附地内

分担金･負担金

使用料･手数料

その他

一般財源 972

補正増減
内容

(補正前、
補正後)

補正額 972

R7補正前
予算額

R7現計
予算額

972

特定財源の状況（単位：千円）

備　　考

科 目 補正前 補正額 補正後
需用費 0 972 972

(単位:千円)
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特定財源の状況（単位：千円）

分担金･負担金

使用料･手数料

国費

県費

市債

その他

R7補正前
予算額

一般財源 45

補正額

財源の内訳（単位：千円）

備　　考

事業 1 本庁保健衛生総務費

根拠条例等 奈良県美しい南部・東部地域を県と市町村が協働して振興を図る条例

総合計画 基本計画　１－４－１ 医療体制の充実を図ります

45

宇陀市一般会計予算(健康福祉部)

事業の目的

区分 区分名№

目 1 保健衛生総務費

款 4 衛生費

項 1 保健衛生費

健康増進課

　宇陀市、山添村、曽爾村及び御杖村が属する奈良県東
部地域は少子高齢化が進み、必要な医療機関や医師数が
少なく、医療資源が少ない地域である。そのため市村が
抱える医療課題について広域的に検討するため、令和7
年4月21日に奈良県東部地域医療協議会を設立した。
　本協議会は、へき地等を中心とした地域住民に質の高
い医療を提供し、その地域の保健、医療、福祉の発展に
寄与することを目的とする。

[第 1 号] 事業別シート

協議会の主事業は
①奈良県東部地域の地域医療の推進に関する事業
②奈良県東部地域における医師等医療技術者の安定的確
保に関する事業
③その他本協議会の目的を達成するために必要な事業

負担金　45千円
(均等割）20千円　+　(人口割）25千円

《参考》　　　(均等割)　(人口割)
　　　山添村　 20千円 　　3千円
　　　曽爾村　 20千円　 　1千円
　　　御杖村　 20千円 　　1千円

事業概要
(理由含）

補正増減
内容

(補正前、
補正後)

45

令和 7 年度 宇陀市 一般会計

所管課

事業
区分

新規 事業名 奈良県東部地域医療協議会負担金

補正予算

R7現計
予算額

科 目 補正前 補正額 補正後
負担金、補助及び交付金 0 45 45

(単位:千円)
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【奈良県NHK大河ドラマ「豊臣兄弟！」地域活性化協議
　会への参画】

　奈良県、特に関係の深い3自治体（大和郡山市・宇陀
市・高取町）及びその関連団体、県内交通事業者が連携
し、県内への周遊・宿泊滞在の促進・観光消費の拡大を
図ることを目的に設立。
　事業内容としては、住民や民間事業者の理解促進と機
運醸成、関連イベントの開催によるメディア露出と全国
的な認知拡大などに取り組む。
○ツーリズムEXPOジャパンへの出展
○首都圏におけるシンポジウムの開催
○JR・近鉄の県外主要駅でのPRイベントや社内・駅広告

（参画団体）
地方自治体（大和郡山市・宇陀市・高取町）
観光協会　（大和郡山市・宇陀市・高取町）
商工会　　（大和郡山市・宇陀市・高取町）
交通事業者（JR西日本・近畿日本鉄道・奈良交通）
奈良県ビジターズビューロー
奈良県　　（事務局：県観光戦略課）

事業概要
(理由含）

補正増減
内容

(補正前、
補正後)

2,300

令和 7 年度 宇陀市 一般会計

所管課

事業
区分

新規 事業名 2026年大河ドラマ「豊臣兄弟！」を活用した誘客促進事業

補正予算

R7現計
予算額

[第 1 号] 事業別シート

宇陀市一般会計予算(農林商工部)

事業の目的

区分 区分名№

目 2 観光費

款 6 商工費

項 1 商工費

観光課

　2026年に放映予定のNHK大河ドラマ「豊臣兄弟！」に
おいて、奈良県内が主要舞台になることを契機に、全国
への情報発信を通じて誘客促進・宿泊滞在を促進するこ
とを目的として事業を実施する。

備　　考

事業 102
本庁観光費（観光誘致
促進事業）

根拠条例等 宇陀市観光基本計画

総合計画

ふるさと応援基金繰入金　2,000

基本計画　３－５－２ 満足度を高める取り組みを推進し、観光客や関係人口を増やします

2,300

特定財源の状況（単位：千円）

分担金･負担金

使用料･手数料

国費

県費

市債

その他 2,000

R7補正前
予算額

一般財源 300

補正額

財源の内訳（単位：千円）

科 目 補正前 補正額 補正後
旅費 0 300 300
負担金、補助及び交付金 0 2,000 2,000

合 計 0 2,300 2,300

(単位:千円)
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特定財源の状況（単位：千円）

分担金･負担金

使用料･手数料

国費

県費

市債

その他

R7補正前
予算額

一般財源 2,280

補正額

財源の内訳（単位：千円）

備　　考

【国】皮革産業振興対策事業費補助金　4,559千円

事業 40 産業振興センター費

根拠条例等

総合計画 基本計画　３－４－３ 企業誘致を進めるとともに新たな産業の展開を支援します

2,280

宇陀市一般会計予算(農林商工部)

事業の目的

区分 区分名№

目 3 産業振興センター費

款 6 商工費

項 1 商工費

商工産業課

　令和6年度に引き続き、持続可能な開発目標（SDGｓ）
等に基づき、循環型社会の形成を意識した毛皮革産地と
して取り組みを行い、奈良県と宇陀市の地場産業である
毛皮革産業をさらに市外や県外に大きくPRし、良質な製
品を手にとっていただく機会を増やす。また、毛皮革産
業振興協議会は、宇陀市菟田野の産業振興の地域活性化
や情報発信基地としての組織であり、商品企画、生産か
ら小売りに至るまで総合的な機能を持つ毛皮革産業を支
援するために、更なる研究開発や人材育成・地場産業の
PRの事業を行っていく。

[第 1 号] 事業別シート

　毛皮革産業振興協議会が実施する毛皮革製品PRのため
のデザイン促進事業、新製品開発を行うための負担金
【毛皮革製品デザイン促進事業】
①都心部等で、商談会や展示会（東京ギフトショー出店
等）などを行い毛皮革のPRをする。
②令和6年度に引き続き、新商品開発を行い、販路を拡
大する。
③既存商品の磨き上げを行う。
④異業種間交流又は県外の同業種との企画を行い、産業
の活性化を図る。
⑤インフルエンサーとなるクリエイターを招聘して見学
ツアーを実施する。そのツアーにおいて、新製品の造成
に向けて新しい発想や考え方を取り入れる。
　
事業費　　　　6,839千円
国庫補助金　  4,559千円（協議会へ直接補助）
市負担金　　  2,280千円

事業概要
(理由含）

補正増減
内容

(補正前、
補正後)

4,680

令和 7 年度 宇陀市 一般会計

所管課

事業
区分

継続 事業名 毛皮革産業振興協議会負担金（高付加価値事業）

補正予算

2,400

R7現計
予算額

科 目 補正前 補正額 補正後
負担金、補助金及び交付金 2,400 2,280 4,680

(単位:千円)
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特定財源の状況（単位：千円）

分担金･負担金

使用料･手数料

国費

県費

市債 ▲ 118,300

その他

R7補正前
予算額

一般財源 ▲ 3,520

補正額

財源の内訳（単位：千円）

備　　考

事業 1 本庁道路新設改良費

根拠条例等 道路法第４２条（道路の維持及び修繕）

総合計画

合併特例債　　　　　▲118,300

基本計画　２－３－１ 安全で快適な道路環境を整備・維持します

▲ 121,820

宇陀市一般会計予算(建設部)

事業の目的

区分 区分名№

目 3 道路新設改良費

款 7 土木費

項 2 道路橋梁費

建設課

　道路の改良を実施することにより、市民生活の環境改
善、安全性及び利便性の向上を図る。

[第 1 号] 事業別シート

　市道下井足7号線　道路改良事業の実施見込みがなく
なったため減額。

事業概要
(理由含）

補正増減
内容

(補正前、
補正後)

58,000

令和 7 年度 宇陀市 一般会計

所管課

事業
区分

継続 事業名 道路改良等事業

補正予算

179,820

R7現計
予算額

科 目 補正前 補正額 補正後
委託料 22,920 ▲ 22,920 0
工事請負費 156,900 ▲ 98,900 58,000

合 計 179,820 ▲ 121,820 58,000

(単位:千円)
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令和 7 年度 宇陀市 一般会計 補正予算 [第 1 号] 事業別シート

事業
区分

新規 事業名 コミュニティ助成事業（消防団育成助成事業）

所管課 危機管理課 (総務部) 宇陀市一般会計予算

款 8 消防費

区分 № 区分名

事業の目的

　一般財団法人自治総合センターの宝くじの社会貢献広
報事業であるコミュニティ助成事業（消防団育成事業）
を活用し、地域防災のリーダーである消防団の装備の充
実を図る。

事業 1 本庁非常備消防費

目 2 非常備消防費

項 1 消防費

総合計画 基本計画　２－４－２ 防災意識の向上と防災・消防体制の強化を図ります

根拠条例等 宇陀市消防団条例、自治総合センターコミュニティ助成事業実施要綱

国費

県費

市債

事業概要
(理由含）

財源の内訳（単位：千円）　宝くじの収入を財源として一般財団法人自治総合セン
ターがコミュニティ活動に助成を行うことにより、地域
社会の健全な発展を図るとともに、宝くじの社会貢献広
報事業を行うもので、申請は市町村・都道府県経由で行
われ、補助金は市町村（消防団）に交付される。
　宇陀市消防団より、夜間における対応能力の向上並び
に団員の活動時の安全性向上のため、投光器等の配備要
請があったことから、本助成事業へ申請し採択されたも
のである。
○資機材の購入
　LEDバルーン投光器　2機　528千円
　発電機　　　　　　 2機  462千円

分担金･負担金

使用料･手数料

その他 900

一般財源 90

補正増減
内容

(補正前、
補正後)

補正額 990

R7補正前
予算額

R7現計
予算額

990

特定財源の状況（単位：千円）

コミュニティ助成金（消防団育成
分）　　　　　　　　　　900

備　　考

科 目 補正前 補正額 補正後
備品購入費 0 990 990

(単位:千円)
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特定財源の状況（単位：千円）

分担金･負担金

使用料･手数料

国費 2,850

県費

市債

その他 2,952

R7補正前
予算額

一般財源

補正額

財源の内訳（単位：千円）

備　　考

事業 1 災害対策費

根拠条例等 宇陀市地域防災計画

総合計画

新しい地方経済・生活環境創生交
付金（デジタル実装型）　2,850
地域づくり推進基金繰入金
　　　　　　　　　　　　2,952

基本計画　２－４－１ 自然災害や感染症に強い安心して住み続けられるまちづくりを推進します

5,802

宇陀市一般会計予算(総務部)

事業の目的

区分 区分名№

目 3 災害対策費

款 8 消防費

項 1 消防費

危機管理課

　宇陀市の防災情報を簡単に確認できるアプリを導入
し、防災行政無線及び安全安心メールと連携して、災害
時に必要な情報を迅速かつ正確に配信し、被害の軽減や
被害拡大の防止に役立てる。

[第 1 号] 事業別シート

○防災行政無線や安全安心メール、自主放送等による情
報配信に加え、アプリを導入し「音声の読み上げによる
通知」と「サイレン通知」を行い、防災行政無線の屋外
拡声子局の放送が聞き取りにくい、聞こえないといった
課題を解消する。
○安全安心メールで配信した宇陀市の防災情報等をアプ
リ上で確認が可能となる。
○安否登録・安否確認。
○防災に関する情報（気象情報、河川情報など）を確認
できるリンクを提供。
○市ホームページ等と連携。

○アプリの初期設定費用
○システム使用料（28か月分）
○市民周知費用（チラシ作成、広報折込）

事業概要
(理由含）

補正増減
内容

(補正前、
補正後)

5,802

令和 7 年度 宇陀市 一般会計

所管課

事業
区分

新規 事業名 安全安心メール機能強化事業（アプリ構築）

補正予算

R7現計
予算額

（単位：千円）
科　目 補正前 補正額 補正後

需用費 0 74 74
役務費 0 27 27
委託料 0 3,421 3,421

使用料及び賃借料 0 2,280 2,280

合　計 0 5,802 5,802
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　住宅新築資金等貸付事業特別会計は、回収管理組合返
戻金及び貸付金元利収入をもって、地方債の元利償還金
を返済する会計処理を行っており、令和6年度におい
て、220,123,433円の歳入不足が生じたので、当該金額
の繰上充用（地方自治法施行令第166条2）を行う。
　なお、住宅新築資金等に係る貸付金は、平成17年1月
より奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合において
回収業務を行っていたが、令和7年3月の組合解散に伴
い、令和7年2月以降は各市町村に債権が移管され、各市
町村で回収に努めている。事業概要

(理由含）

補正増減
内容

(補正前、
補正後)

220,124

令和 7 年度 宇陀市 住宅新築資金等貸付事業特別会計

所管課

事業
区分

新規 事業名 住宅新築資金等貸付事業（前年度繰上充用)

補正予算

R7現計
予算額

[第 1 号] 事業別シート

宇陀市住宅新築資金等貸付事業特別会計予算(市民環境部)

事業の目的

区分 区分名№

目 1 前年度繰上充用金

款 3 前年度繰上充用金

項 1 前年度繰上充用金

人権推進課

　歴史的社会的理由により生活環境等の安定向上が阻害
されている地域の環境改善を図るため、旧町村条例に基
づき貸付を行っていた「住宅新築資金」、「宅地取得資
金」、「住宅改修資金」について、貸付を行った資金を
公正で適正かつ効率的に回収する。

備　　考

事業 1 前年度繰上充用金

根拠条例等 地方自治法第２４０条

総合計画

貸付金元利収入      220,124

基本計画　４－１－１ 一人ひとりの人権が尊重されたまちづくりを推進します

220,124

特定財源の状況（単位：千円）

分担金･負担金

使用料･手数料

国費

県費

市債

その他 220,124

R7補正前
予算額

一般財源

補正額

財源の内訳（単位：千円）

令和6年度

歳入 （単位：円）

償還推進費補

助金

一般会計繰入

金
返戻金 元利収入 合計

3,578,000 6,255,410 8,208,718 1,012,041 19,054,169

歳出 （単位：円）

事務費 負担金 公債費
前年度繰上充

用額
合計

1,535,408 3,524,780 726,440 233,390,974 239,177,602

歳入 － 歳出 ＝ ▲ 220,123,433

歳入
科 目 補正前 補正額 補正後

新築資金元利収入 100 134,276 134,376
宅地取得資金元利収入 60 74,842 74,902
改修資金元利収入 33 11,006 11,039

合 計 193 220,124 220,317

歳出
科 目 補正前 補正額 補正後

前年度繰上充用金 0 220,124 220,124

合 計 0 220,124 220,124

(単位:千円)

(単位:千円)
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